
新潟市民の所得・収入の動向分析報告

市議 中山均

� 中山は、2006年当時、全国の市町村・都道府県が統一した様式で整理し総務省に報告して

いる「課税状況の調」の本市分データを用い、当時「格差拡大は引退世代の拡大によるも

の」とする主張が合理的か否かを検証するため、主に現役世代で構成される給与所得者の

データを分析、さらに横浜市とも比較した。データを分析、さらに横浜市とも比較した。

� その結果、両市とも現役世代の「貧困化」が緩やかに進み、その割合やスピードは新潟市

の方が大きいなど、地方都市である新潟市で広がる格差と貧困の状況の一端を確認する

ことができた（※註1） 。

� 今回、政令市となって４年、その状況がどのように進行しているか確認するため、同様の調

査をおこない、給与所得者ばかりでなく納税者全体の動向も確認した。

また、国保加入者の所得階層の推移もまとめた。

� その結果、依然継続的な「低収入化」の傾向が数値的に確認されたので報告する。

※註1：報告結果は2006年12月当時の新聞各紙他、下記論文参照
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※なお、この調査の一部には政務調査費を活用し

ています



「課税状況の調」

� 地方自治法に基づき毎年都道府県・自治体で統一した方法で集計され、総務省に報告さ

れているもので、「事業」「給与」など所得の種類別に、収入や所得金額の階層別に集計、

20以上の表で構成される複雑な統計。

� 今回は、このうち「第12表」で新潟市納税者全体の「（税制上の）所得」の動向を、「第14表」

で給与所得者の「収入」の動向を分析した。で給与所得者の「収入」の動向を分析した。

� 前回調査（2006）から税制が大きく変更され、課税対象そのものが変わっているため前回と

の単純な比較は困難だが、2007（H19）年度以降は大きな変更がなく、以降の経年的な変

化を見ることが可能。

←実際の表の例。金額の階層別に人数や

総額が記載されている。総額が記載されている。

今回は、階層分布の動向を直感的に理

解できるように、細分化された階層をい

くつかまとめ、単純化して分析した



１．課税対象者全体の所得階層人数分布
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� 税制上の年間所得200万円以下が

全体の7割を超え、その割合は毎年

0.数%から1.数%ずつ増加傾向にあ

る。

� 一方、中間層および高所得者層の割

合は減少傾向にある。

� すなわち、「格差拡大」と言うよ

り、「低収入化」「貧困化」が表れ
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ていると言える。

� ただし、高齢化・引退世代の増加を

考えると、自然な結果であると見る

こともできる。

� そこで、次ページでは主に現役世代

で構成される給与所得者に焦点を当

てる。

H19 H20 H21 H22

200万以下(%) 71.3 71.5 72.3 73.9 

200～400万(%) 19.3 19.3 19.0 18.3 

400～700万(%) 6.9 6.7 6.2 5.6 

700万超(%) 2.5 2.5 2.4 2.3 

合計（人数） 362915 363944 364397 356746

各階層別の人数割合（%）を棒グラフで、全体人数を折れ線

で表わした。各値は表を参照。



２．給与所得者の「収入」階層別人数分布
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� 収入300万円以下は4割付近前後

で微増傾向にある。

� 一方、700万円超の割合は微減

し、上記と併せ、結果的に中間層

の割合は横ばい状態にある。
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の割合は横ばい状態にある。

� 非課税の低収入層はこの解析結果

には反映されない（※註2）ため、実

態はもっと深刻な可能性がある。

� この傾向が続くと、10年後には

300万円以下が45%～50%に達

する見込みとなる。実に給与所得

者のほぼ半数となる。

H19 H20 H21 H22

300万以下(%) 39.0 39.4 40.1 41.1 

300～700万(%) 46.4 46.3 46.2 46.2 

700万超(%) 14.6 14.3 13.7 12.7 

合計（人数） 297087 299467 300439 293390

※註2：原表では100万円以下の階層もあるが、本来、

収入103万円以下は一般に非課税対象であり、この層は

他の収入（年金・土地など）がある者などが反映されて

いると考えられるため、算定からは排除している。

実際には、いわゆるフリーター層で申告していない層や

非課税層が潜在的に広がっていると考えられるため、実

態はさらに深刻と考えられる。



３．国保会計所得段階別世帯割合の動向
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国保加入者の所得段階別世帯数の推

移を見ても、低収入化の傾向が継続

的であることをあらためて確認でき

る。
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0 24.2 24.2 24.2 25.1 

～33 7.8 7.9 8.1 8.6 

～100 17.2 17.4 17.9 18.7 

～150 15.0 15.1 15.1 15.3 

る。

税制上の所得0円が2割以上、同200
万円以下（積み上げで赤破線参照）

は8割近くに達し、それぞれ微増傾
向。

～150 15.0 15.1 15.1 15.3 

～200 11.3 11.3 11.2 10.8 

～250 7.7 7.6 7.5 7.1 

～300 5.0 4.9 4.8 4.5 

～350 3.4 3.3 3.2 2.8 

～400 2.2 2.0 2.0 1.8 

～450 1.4 1.4 1.3 1.2 

450～ 7.4 7.3 7.1 6.5 

0～200全体 75.4 75.9 76.5 78.4 

値は％。

H23.4月時点のデータを過去4年間の同月データと比較。

毎回「未申告」が2.5%前後あるが、それを除いて再計算した


